
- 1 -

擁壁土堤式落石対策工法について
－基本構造形式－

国土交通省 鳥取工事事務所 工事施工管理官 西村
要旨

落石対策便覧によると、設計落石エネルギーが大きく１０００ｋｊ以上となる場合は対策
工法として、落石防護土堤工法又はロックシェッド工法が示されている。しかし、河川や海
岸に迫った狭隘な道路における落石対策工法は、対策を必要とする用地の確保が困難なこと
が多く、高エネルギー吸収タイプの特殊工法が経済性を含めた総合検討により有利とされ、
近年は剛構造の防護柵工からから柔構造の防護柵工へと変化しつつある。

本報告は、狭隘な道路における落石エネルギーに対応し落石対策工法として、構造物施工
の簡素化・工期短縮・安全性の向上・経済性の向上、更に、一般土木施工業者が得意とする

擁壁土堤式落石対策工法 基本的土木的工種が工事の主体として構築可能な、柔塑性構造の の
を説明するものである。な考え方

１．擁壁土堤式落石対策工法基本構造について
落石対策工法は、発生源対策としての落石対策予防工および発生した落石の対策として

の落石防護工の２種類があり、その効果は次のように要約される。

①発生の原因となる風化浸食を防止する。
②落石の発生を止める。
③落下エネルギーを吸収する。
④落下方向を変えて無害なところに導く。
⑤衝撃に抵抗して落石運動を止める。
⑥崩土の落下、雪崩防止の効果を兼ねる。

落石便覧では、上記の各種対策工の機能、耐久
性、施工性、経済性、維持管理上の問題点をよく
検討して、現地の道路状況、斜面状況に最も適し
た工種とその組み合わせを選定しなければならな
いとされている。

図ー１に示す擁壁土堤式落石対策工は、予防工
では対抗不可とされる落石に対応するための対策
工法として、落石エネルギーを柔構造の緩衝体で

落石防護土堤工法の改吸収し落石運動を抑止する
ものである。良型として提案する

図ー１ 擁壁土堤式落石対策工断面

２．気泡混合土工について
山岳地の急峻な地形における通常の構造物設計は，一般的に構造物基礎地盤の処理に大

規模な対策工法を必要とする。
従来の構造物設計に起因して生じる対策工に着目し，基礎となる底盤部の規模縮小と構

造物自体の自重（死荷重）をできるだけ軽くすることが有効な解決策となる。
道路改良工事においても，これを可能とする工法として軽量の資材を用いる気泡混合盛

土工法の設計・施工指針が，日本道路公団および土木研究所を中心とした研究機関により
近年整備された１）～３）。

気泡混合土は，通常の土砂やコンクリートと比較して軽量性・施工時の流動性・施工性
が優れており，さらに硬化後は自立するといったコンクリートと同じ特徴があり，具体的
には次に示す特性を有している。
①小規模な製造プラントにより，300ｍ～500ｍの距離でも材料分離がなくポンプ圧送が可
能であり，さらに転圧による締め固めが不要なため，広範囲な施工と資材運搬等の省力化
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が図れる（写真－１）。
②気泡混合土は，セメント等の固化材の配合で硬化後は自立性を有しているため，構造物
の小断面化が図れる。
③水面に接する場合は，浮力対策が必要となるが，気泡混合土の単位体積重量を調節する
事により柔軟に対応できる。また，他の軽量盛土工法と比べ材質が無機質系材料のため耐
久性に最も優れた工法といえる。
④気泡量を調整して混合することにより，単位体積重量を0.5～1.3tf/ｍ３程度の範囲で任
意の重量とする事が可能であると伴に流動性の材料であるため敷均し・締固め作業の省力
化が図れる（写真－２）。

写真－１気泡混合土製造プラント 写真－２気泡混合土打設状況

３．施工実績から経済性及び施工性の検討
設計落石エネルギーが１０①経済性の検討は、

００ｋｊ相当の落石対策として一般的に採用さ
れている工法と比較検討する。
②高エネルギー吸収タイプの直接工事費は、当
事務所の施工実績が約６０万円／ｍであること

擁壁土堤式落石対策工法に当てはめるから、
と擁壁高さで１２ｍまでがコストバランスの
範囲となる。
③本工法は、落石エネルギーの衝撃に対して
緩衝体で１次衝撃を受け止め、更に塑性体で
ある気泡混合盛土体が２次衝撃荷重を分散加
重として受け持つ設計とする。 図－１擁壁土留め高さと直接工事費
④経済性や信頼性は、衝撃荷重を空間を有する剛体構造で受け持つコンクリート製の落石
防護柵やロックシェッド等と比べ、構造体として塑性変形により衝撃荷重をを受け止める
ため、構造破壊の危険性が低く有利な構造となり従来工法に比べ30％以上のコスト縮減効
果が期待できる。
⑤施工性は、外壁となる型枠パネルと一体施工により構築するため、型枠工程及び型枠前
面の足場工程の省力化、施工の安全性向上、工程短縮が可能となる。

一般土木施工業者が得意とする⑥本工法は、特殊技術及び特殊材料を必要としないため、
土木的工種が工事の主体として構築可能である。
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